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４－３ 廃棄物処理による未利用熱、廃棄物発電の有効利用事業 

 

表 4-3 廃棄物処理施設整備における交付率・補助率早見表（廃棄物処理による未利用熱、廃棄物発電の有効利用事業） 

施設・事業の種類 項  目 循 環 交 付 金 施 設 整 備 交 付 金 二酸化炭素交付金 二酸化炭素補助金 備   考 

電線、変圧器等廃棄物発電によ

り生じた電力を利活用するた

めの設備 

事 業 分 類 

対  象  外 対  象  外 対  象  外 

電線、変圧器等廃棄物発電により生じた電力

を利活用するための設備、これらの設備を運

転制御するために必要な通信・制御設備等を

導入する事業  

主要な交付要件 － 

交付率・補助率 １／２（EV収集車、船舶は差額の 2/3） 

熱導管等廃棄物の処理により

生じた熱を利活用するための

設備 

事 業 分 類 

対  象  外 対  象  外 対  象  外 

熱導管等廃棄物の処理により生じた熱を利活

用するための設備、これらの設備を運転制御

するために必要な通信・制御設備等を導入す

る事業  

主要な交付要件 － 

交付率・補助率 １／２ 

廃棄物処理施設による未利用

熱及び廃棄物発電の有効活用

に係る FS調査 

事 業 分 類 

対  象  外 対  象  外 対  象  外 

廃棄物処理施設からの余熱や発電した電気を

地域において有効利用するために、熱や電力

を利活用する設備設置に対する余熱見込量や

事業採算性の検討等を行い事業としての実現

可能性を調査する事業  

主要な交付要件 － 

交付率・補助率 定額（上限１，５００万円） 

 
 

４－４ 計画支援事業 
 

表 4-4 廃棄物処理施設整備における交付率・補助率早見表（計画支援事業） 

施設・事業の種類 項  目 循 環 交 付 金 施 設 整 備 交 付 金 二酸化炭素交付金 二酸化炭素補助金 備   考 

施設整備に関する計画支援事

業 

事 業 分 類 施設整備に関する計画支援事業 施設整備に関する計画支援事業 施設整備に関する計画支援事業 

対  象  外  

主要な交付要件 － － － 

交付率・補助率 
 
１／３ １／３ １／３ 

災害廃棄物処理計画策定支援

事業 

事 業 分 類 

対  象  外 

災害廃棄物処理計画策定支援事業 

対  象  外 対  象  外  主要な交付要件 
策定した災害廃棄物処理計画に基づく施設

整備事業を行う場合に限る（計画策定のみ

は対象外 

交付率・補助率 １／３ 
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４－５ 廃焼却施設の解体、用地の取得 

 

表 4-5 廃棄物処理施設整備における交付率・補助率早見表（廃焼却施設の解体、用地の取得） 

施設・事業の種類 項目 循環交付金 施設整備交付金 二酸化炭素交付金 二酸化炭素補助金 備考 

廃焼却施設の解体 

事業分類 
新設（更新を含む）に係る事業 
増設に係る事業 
漂流・漂着ごみ処理施設に係る事業 

新設（更新を含む）に係る事業 
増設に係る事業 

対象外 対象外  
主要な交付要件 

 
焼却施設を整備する際の廃焼却施設の解体

事業（解体する廃焼却施設は、整備する焼却

施設と関連性・連続性があり、同数以下であ

るものに限る。）及び廃焼却施設の跡地を利

用して新たな廃棄物処理施設を整備する際

の当該廃焼却施設の解体事業。 
 

 
焼却施設を整備する際の廃焼却施設の解体

事業（解体する廃焼却施設は、整備する焼却

施設と関連性・連続性があり、同数以下であ

るものに限る。）及び廃焼却施設の跡地を利

用して新たな廃棄物処理施設を整備する際

の当該廃焼却施設の解体事業。 
 

交付率・補助率 １／３ １／３ 

用地の取得 

事業分類 
新設（更新を含む）に係る事業 
増設に係る事業 
漂流・漂着ごみ処理施設に係る事業 

新設（更新を含む）に係る事業 
増設に係る事業 

対象外 対象外  
主要な交付要件 

用地取得及び補償等に要する必要最小限度

の範囲で環境大臣に協議し、承認を得た額 
 
（エネルギー回収型廃棄物処理施設、エネル

ギー回収推進施設、廃棄物運搬中継施設（マ

テリアルリサイクルに資するものは除く）、

有機性廃棄物リサイクル推進施設及び最終

処分場を除く。ただしエネルギー回収型廃棄

物処理施設、エネルギー回収推進施設、廃棄

物運搬中継施設（マテリアルリサイクルに資

するものは除く）及び有機性廃棄物リサイク

ル推進施設については沖縄県、離島地域、奄

美群島において整備される場合、また、最終

処分場については、既存の最終処分場に東日

本大震災により生じた災害廃棄物を埋立処

分した市町村が新たに最終処分場を整備す

る場合でその量に見合った部分については

この限りでない。） 

用地取得及び補償等に要する必要最小限度

の範囲で環境大臣に協議し、承認を得た額 
 
（エネルギー回収型廃棄物処理施設、エネル

ギー回収推進施設、廃棄物運搬中継施設（マ

テリアルリサイクルに資するものは除く）及

び最終処分場を除く。ただし、最終処分場に

ついては、既存の最終処分場に東日本大震災

により生じた災害廃棄物を埋立処分した市

町村が新たに最終処分場を整備する場合で

その量に見合った部分についてはこの限り

でない。） 

交付率・補助率 １／３ １／３ 
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第５章 交付金等手続きに関する留意点等 

 
○事業間調整とは、地域計画に基づく各交付対象事業費の合計額の範囲内で、各々の交付対象事業費の当

年度の交付額を増減させることをいう。 

 

　

ｎ＋１

年度

４０億円

地方負担額

総事業費

国庫負担額

１０億円１０億円

ｎ

交付対象外事業費

進捗率（施工率） ５０％

Ｂ事業

交付額

国庫負担額

Ｃ事業Ａ事業

交付対象外事業費

１０億円

３０億円

１０億円 １０億円 １０億円

地方負担額

交付対象事業費

進捗率（施工率）

交付額

交付対象事業費

１００％

交付対象外事業費

１５０％

２０億円
 ４０億円

６０億円
 ４０億円
４５億円
 ３０億円

１５億円
 ３０億円

交付対象外事業費

交付対象外事業費 交付対象外事業費

１００％

３０億円

４０億円総事業費
６０億円
 ４０億円

２０億円
 ４０億円

４５億円
 ３０億円

１５億円
 ３０億円

１５０％ ５０％

３０億円

２０億円

１０億円

１０億円

１０億円１５億円５億円

事 業 間 調 整

２０億円

５億円
１５億円

１５億円
５億円

３０億円

１５億円

１０億円

５億円

１０億円

１０億円
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○年度間調整とは、交付金の交付決定後に交付対象事業の進捗率が減少した場合、一般的には減少し

た実績により交付金の交付を受けることとなるが、このような場合でも、交付決定された額どおり

に交付金の交付を受けることとし（増額調整）、この交付決定額と減少した実績に基づく交付額と

の差額を翌年度以降の交付金において減額する（減額調整）ことをいう（ただし、地域計画期間内

に限る。）。 

 

地方負担額

総事業費
２５億円
 ４０億円

５５億円
 ４０億円

４０億円

交付対象事業費
１５億円
 ３０億円

４５億円
 ３０億円

３０億円

ｎ ｎ＋１ ｎ＋２

交付対象外事業費 交付対象外事業費 交付対象外事業費

１０億円 １０億円 １０億円

国庫負担額

交付額

国庫負担額

実施結果
年度

交付対象事業費 ３０億円３０億円

４０億円

１０億円

４０億円

年度

交付額

３０億円

当初計画
ｎ ｎ＋１

地方負担額

総事業費

交付対象外事業費 交付対象外事業費

ｎ＋２

１０億円 １０億円

４０億円

交付対象外事業費

５億円
１０億円

３５億円

１０億円

２０億円

５億円

２０億円 ２０億円２０億円

１０億円 １０億円 １０億円

１０億円１０億円１０億円

１０億円１０億円１０億円

５億円

持ち出しは本来１０億円のと
ころ５億円になる

ｎ年度に５億円多く交付しているため、ｎ＋１年度は１５億

交付額を変更せずに、
地方負担分にあてる
ことができる

年 度 間 調 整
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○交付金と二酸化炭素補助金の執行における手順等の相違点を以下に説明する。 

 

事    項 交  付  金 二酸化炭素補助金 

 

事 業 予 算 

 

(１) 廃棄物処理施設の

新設、改良事業 

(２) 設備導入事業 

 

 

 

(１) 単年度予算 

 

(２)－ 

 

 

 

(１) 国庫債務負担行為 

 

(２) 単年度予算 

国 庫 支 出 の 確 約 毎年度当初の内示による 

 

(１) 初年度の交付決定時に

全事業年度分を一括採

択 

(２) 毎年度の交付決定によ

る 

手  続  き 

 

市町村等、都道府県、環境省

の間で実施（都道府県は適

正化法第 26条第 2項及び適

正化法施行令第 17条第 1項

に規定に基づく事務を委

任） 

 

① 地域計画の大臣承認 

② 次年度要望額調査 

③ 国庫交付金内示 

④ 交付申請 

⑤ 交付決定 

⑥ 事業着手 

 

 

 

毎事業年度、②から⑤の手

続きを繰り返す 

 

③交付申請及び④国庫補助

金交付決定は、市町村等と

執行団体の間で実施 

 

 

 

 

① 地域計画の大臣承認 

② 次年度要望額調査 

③ 交付申請 

④ 国庫補助金交付決定 

⑤ 事業契約 

⑥ 事業着手 

※ 事業契約は交付決定後で

なければならない 

 

交付申請、交付決定は初年

度のみ実施 
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事    項 交 付 金 エ ネ 特 補 助 金 

事業契約に対する制限 
内示前に事業着手した部分

は交付対象とならない。 

原則、交付決定日以前の事

業契約は認められない。 

（仮契約を含む） 

各 年 度 工 期 
年度末日までの工事が認め

られる 

原則として、2月末日までの

工事しか認められない 

中間年度の場合は 3 月初日

からの事業は次年度事業と

して検収 

完了実績報告提出期日 ４月１０日 

３月１０日 

※３月中に事業者への支払

証憑を執行団体が確認する

必要がある 

市町村等への国庫金支払 4月末 
執行団体から市町村等への

支払は 3月中が必須条件 

地 域 計 画 の 変 更 
市町村等、都道府県、国の 3

者で進める 

市町村等、都道府県、国の 3

者で進める 

地 域 計 画 

目 標 達 成 状 況 の 報 告 

市町村等が作成し都道府県

の所見を添えて国に報告 

市町村等が作成し都道府県

及び執行団体が関係部分に

対する各所見を添えて国に

報告 

地域計画改善計画の報告 
市町村等が作成し都道府県

の所見を添えて国に報告 

市町村等が作成し都道府県

及び執行団体が関係部分に

対する各所見を添えて国に

報告 

成 果 報 告 
市町村等が作成し都道府県

が確認の上、国に報告 

市町村等が作成し執行団体

が確認の上、国に報告 

財 産 処 分 申 請 
市町村等が都道府県を経由

の上、国に申請 

市町村等が補助金を執行し

た当時の執行団体を経由の

上、国に申請 
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第６章 事例集 

循環型社会形成推進交付金等を活用し、循環型社会の形成や地域での廃棄物エネルギーの有効活用に資する施設を整備した事例を以下

に示す。 
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